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議席番号 ３ 議員氏名 大 北 久 勝 

項
目
・
要
旨 

１. 寄居町のリーダーの約束について 

 言うまでもなく、公約は選挙の立候補者が当選後のことを有権者に約束する事柄

を指します。公に約束することです。とりわけ首長が掲げる公約は、私たちの自治

体、寄居町のこれからのリーダーを決める大きな要素、判断材料と言えるでしょう。 

そこで花輪町長にお伺いします。 

町長は、「寄居創生第２ステージへ」と２期目を目指して、ご自身が策定した第６

次寄居町総合振興計画の着実な推進を掲げ、教育施策県北ナンバーワン！の中で、

男衾中学校の建替えを公約されています。この公約は、大票田の男衾地区の多くの

有権者、町民の熱い期待と支持を得たことは言うまでもありません。 

そして今、「男衾中学校の建替え」の公約が、なかったことになりそうな雲行きと

なっています。男衾中学校建替え推進の方針が、実現性がなくなる、つまり、公約

が守れそうにない事態に、町長はどう説明されるのか伺います。 

⑴ 公約について、どのように認識されていますか。 

⑵ 公約の政策を転換なされるようなご発言を聞きますが、そのご判断の根拠をお

伺いします。 

⑶ 町長のコンセプトともいえる「見ます」「聴きます」「話します」で、実際に老

朽化が著しい男衾中学校を見ましたか、関係する町民の声を聴きましたか、話し

ましたか、その率直な感想をお聞かせください。 

２．「寄居町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例」について 

この条例は、令和２年第２回定例会の私の一般質問から 1５カ月余りでの制定と

なりました。「こんなに早くできるとは」と、率直な感想です。早速、近隣の町民と

ミニ集会をもちました。 

この条例が、県下初となる「面積」に下限を設けない点や「罰則規定」、「適用除

外」を設けている点など含め、これまで寄居町は「なめられている」といった声が

ありましたが、この条例により「汚名返上した」と町民が評価していた点を報告し

ておきます。そこで今後の周知の点を伺います。 

⑴ 令和４年１月施行に向けて、今現在、条例の周知の現状を確認させてください。 

⑵ 条例周知とあわせて、違法な現場の早期発見と迅速な対応が課題になるかと思

います。地域住民と行政との連携・対応について伺います。 

⑶ 条例制定の発端ともいえる男衾東部地域の違法盛土現場は、行政処分、刑事告

発にも関わらず、今もそのままです。つまり逃げ得状態です。現状の対処につい

て、町の考えを聞かせてください。 



議席番号 １２ 議員氏名 佐 藤 理 美 

項
目
・
要
旨 

１．教育施策の充実強化の取り組みについて 

⑴ 学力向上に資する取り組みについて伺います。 

新型コロナウイルス感染症拡大により、子どもたちを取り巻く環境は大きく変

化し、学校現場ではコロナ禍に伴う休校や活動の制約など、与えた影響は大きい

と考えます。しかし、その一方で国が推進する「ＧＩＧＡスクール構想」の前倒

しにより、デジタル化によるオンライン授業の推進が図られましたが、学習用端

末に関し、一部自治体においてトラブル等が認められたことが報告されておりま

す。「ＩＣТ支援員」の配置については、各学校に配置されたところであり、引き

続き体制強化の充実も必要と考えます。 

また、２０２０年度の文部科学省の調査では、コロナ禍において全国の不登校

児童・生徒数が過去最多であったとの報告もされております。 

このような状況下において、２年振りとなる文科省の「全国学力・学習状況調

査」が小学６年生と中学３年生の約１９４万人が参加し、実施されました。文科

省より結果も公表されており、埼玉県全体では、小学６年生の国語が都道府県別

では１６位、算数が２６位、中学３年生の国語が１２位、数学が１７位であった

ことが公表されております。また、県として独自の学力調査も毎年実施していた

だき、昨年度は約２３万人が参加しております。 

当町においても、令和３年度の重点施策に「教育施策の充実強化」を掲げ、取

り組んでいただいております。所信表明では、「資質・能力を一層確実に育成でき

るよう、教育ＩＣТを効果的に活用し、児童・生徒の確かな学力の向上並びに豊

かな心と健やかな体づくりに努めてまいります。」とあります。 

そこで、伺います。 

①コロナ禍における児童・生徒の不登校の現状について伺います。 

②町内小学６年生の平均正答率を踏まえ、課題等について伺います。 

③町内中学３年生の平均正答率を踏まえ、課題等について伺います。 

④近隣市町である熊谷市においては、「学力日本一」を目指しております。熊谷市

における平均正答率は、全国平均正答率を上回る結果となっておりますが、町

として参考とすべき教育の取り組みについて伺います。 

⑤全国学力・学習状況調査の分析結果、課題及び改善策について伺います。 

⑵ 教員の資質向上の取り組みについて伺います。 

文科省は、教員免許に１０年の期限を設けて更新時に講習の受講を義務づける

「教員免許更新制度」について、早ければ２０２３年度から廃止する方針を表明

しました。教員の「質」を確保し、子どもたちに適切な指導を行うためには、現

場の実態に即した新たな研修制度の創設も求められております。 

そこで伺います。 

①現場のニーズに基づいた教員の資質向上の取り組みについて伺います。 

②教員自らが専門性を高めるための取り組みについて伺います。 



 

③喫緊の課題は、低迷する公立学校における教員採用試験の倍率の改善であり、

熱意ある教員を確保するため、働き方の見直しや教職の魅力を高める工夫が必

要であると考えます。教育委員会の対応について伺います。 

⑶ 学校施設の環境整備状況について伺います。 

  全国的に学校施設の老朽化問題、人口減少による少子化が大きな課題となって

いる状況です。当町においても毎年度、学校施設の修繕費を含めた維持管理費を

計上し、子どもたちの教育環境づくりのための整備を実施していただいておりま

す。 

そこで伺います。 

①近年、学校施設における主な修繕・改修の整備状況について伺います。 

②近年、学校施設の維持管理費の推移及び今後の見通しについて伺います。 

③各学校長からの修繕の要望等について伺います。 

２．子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワクチンの取り組みについて 

子宮頸がんの原因となるヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）感染を防ぐワクチン

について、厚生労働省の専門部会は、８年前から中止していた積極的な接種勧奨を

「妨げる要素はない」として、再開する方向で合意しました。ＨＰＶワクチンは２

０１３年に小学６年生から高校１年生の女子を対象に公費で受けられる定期接種と

なりましたが、接種後の副反応が疑われる報告が相次いだため、対象者に接種を呼

びかける積極的勧奨を中止しました。しかし、ここ数年多くの自治体で、ワクチン

接種がＨＰＶ感染症だけでなく、子宮頸がんの予防効果も示されてきている状況下

において、個別通知による接種勧奨を推進しております。 

当町においても、本年度から接種対象者の保護者に対し、個別通知による情報提

供を開始していただきました。そこで伺います。 

⑴ 国による積極的な接種勧奨再開をどのようにお考えか伺います。 

⑵ 現在までのＨＰＶワクチン接種状況の推移について伺います。 

⑶ 積極的接種勧奨の中止期間中に公費で接種できる年齢を超え、機会を逃した人

への「キャッチアップ接種」をどうするのかも課題であり、国においても「機会

の確保」が必要との認識を示し、今後検討するとしています。町として「キャッ

チアップ接種」をどのようにお考えか伺います。 

 

  



議席番号 ４ 議員氏名 笠 原 則 夫 

項
目
・
要
旨 

１．寄居町の小中一貫教育推進の見直しについて 

男衾中学校の小中一貫校としての建設の是非が問われていますが、平成２６年第

１回定例会に提出された請願は、純粋に男衾中学校の校舎新築のための請願でした。 

全員賛成で採択されてから７年、その間町主導で小中一貫校としての検討や提言

があり、いよいよ建設スタートの年度になろうかと思った本年はまさかの展開とな

り、公約、手法、説明会等に疑問が残ります。寄居町の小中学校すべてが施設一体

型の一貫校となるには無理があると感じられ、その見直しについて伺います。 

⑴ 男衾中学校は、そもそも請願のとおり校舎の新築だけが目的でよかったのでは

ないでしょうか。 

⑵ 男衾中学校建設準備検討委員会の提言では、小中一貫校とは小中学校の施設一

体型を指すと述べています。小中学校を通路で結ぶだけでは無理があると思うが、

どのように考えますか。 

⑶ 例えば用土小学校は、その地域の防災拠点として考えるのならば、統廃合せず

単独での存続が望ましいと思うが、それより強い統廃合の目的がありますか。 

⑷ 男衾小中一貫校については、その建設費用が取りざたされていますが、請願ど

おりに中学校の校舎新築だけなら費用の心配がなくなるのではないでしょうか。 

２．パートナーシップ制度について 

性的少数者（ＬＧＢＴＱなど）のカップルを婚姻に相当する関係として認める「パ

ートナーシップ宣誓制度」を巡り、県内の１６市町が本年度内の導入（うち１２市

町は導入済み）を予定していることを５月２７日付けの埼玉新聞が伝えています。 

「時期未定で導入予定」の１０市町や「検討または準備」の２２市町を合わせる

と半数を超え、当事者団体は「驚異的なスピード」と浸透の速さに驚き、制度の運

用が少子高齢化対策にも繋がると括られています。                               

残念ながら、当町は「未定」の１３市町村の中に入っていますが、そこで下記に

ついて伺います。 

⑴ 一年前（令和２年第５回定例会）と前回（令和３年第３回定例会）の同僚議員

の一般質問に対して、「先ずは周辺の方の十分な理解と深い協力がなければ成り立

たない制度で、導入については現時点では考えていない」と答弁されていたが、

今現在でも同じでしょうか。 

⑵ 「カミングアウトについては、当事者にとって非常に高い壁と認識している。

理解してもらえる安心感がなければ、決してできない行為だと思う」との答弁で

したが、今現在も同じでしょうか。 

⑶ 当町を含めて１３市町村が未定とのことだが、反対に５０の市町が導入または

検討準備をしていることについて、どう考えているでしょうか。 

⑷ 移住先の選定に関しては、この制度の有無を考えて決める人もいるようですが、

町としてＬＧＢＴＱの人が増えることに対して消極的であるという考えはありま

すか。 



議席番号 １４ 議員氏名 原 口 孝 

項
目
・
要
旨 

１．水道事業経営について 

水道事業は、「安全で安心な水を安定して供給する水道」を基本理念として事業経

営を安定的に続けてきましたが、社会環境の変化による対応と将来への安定経営が

町民サービスを維持することに繋がります。 

一方、将来への課題は多く、人口減少や節水などによる水需要の低迷、老朽化施

設の更新、大規模災害への対応や耐震に対する多額な投資が予想され、「安全・強靭・

持続」を柱として寄居町水道事業経営戦略が策定されました。  

そこで伺います。 

⑴ 将来に向け老朽化施設の更新や耐震などの対応について伺います。 

⑵ 効率化・経営健全化の取り組みについて伺います。 

⑶ 安定経営に必要な財源確保について検討する必要性があると思われるが、財源

確保について伺います。 

２．教育施策の充実強化について 

町では、重点施策として「教育施策の充実強化」を掲げ、基本理念として「真の

学ぶ力」を述べています。 

しかしながら、男衾中学校の建替えも長寿命化に変更し、概算１０億円の予算が

示されました。１０億円の裏付けの説明も不十分であり、総合振興計画、公共施設

等総合管理計画、学校施設個別計画との整合性はあるのか、理解しがたいところも

あります。コンセンサスも無く、突然の決定に地域関係者の方々は疑念を感じるス

トーリーであると思います。 

今回は平成３１年第１回定例会において質問いたしました、城南中学校を小中一

貫校・一貫教育にすべきと再度、提言したいと思います。 

また、大きな問題と捉えられるのが折原小学校の現状です。生徒数の減少により

現実的に複式学級になり、早急に考えなければならない課題であると考えます。複

式学級のメリットやデメリットはありますが、学校施設個別計画においては２０３

１年度に鉢形・折原小学校を統合すると決定しています。 

そこで、鉢形・折原小学校を城南中学校と統合し一貫校にする方向にあるのか、

また、検討に入っているのか伺います。 

⑴ 折原小学校の現状と課題は何か伺います。 

⑵ ２０３１年度に鉢形・折原小学校を統合すると個別計画で示されていますが、

今後の対応と課題は何か伺います。 

⑶ 学童保育を含め城南中学校を一貫校にすべきと考えるが、どのような課題・問

題があるのか伺います。 

⑷ 鉢形・折原地区の各関係者との協議・調整など、取り組みの進め方をどう考え

ているのか伺います。 

⑸ 今後、財源確保が困難になると想定されているが、計画は推進できるのか伺い

ます。 



議席番号 １５ 議員氏名 田 母 神 節 子 

項
目
・
要
旨 

１．気候危機を打開する自治体の取り組みについて 

異常な豪雨、台風、熱波、干ばつ、森林伐採、海面上昇など、すでに気候危機の

被害は、世界でも日本でも極めて深刻になっています。国連のＩＰＣＣ「１．５℃

特別報告書」では、２０３０年までに大気中の温室効果ガス（その大半はＣＯ２）

の排出を２０１０年比で４５％削減し、２０５０年までに実質ゼロを達成できない

と、世界の平均気温の上昇を産業革命前に比べて１．５度まで抑え込むことができ

ないとしています。すでに世界の平均気温は１．０９度上昇しており、１０年たら

ずの間に全世界のＣＯ２排出を半分近くまで削減できるかどうか、ここに人類の未

来がかかっているといいます。 

この１１月、世界ではＣＯＰ２６で真剣な討議が行われています。ＣＯ２の削減

では、石炭火力発電の段階的な削減が求められています。また、削減したエネルギ

ーを再生可能エネルギーで回復させる必要があります。この取り組みには、国はも

ちろん自治体、住民参加が不可欠です。そこで伺います。 

⑴ 当町のＣＯ２削減の取り組みについて 

 ①庁舎内での取り組みについて 

 ②町民参加の取り組みについて 

⑵ 課題について 

⑶ 今後さらなる取り組みについて 

 ①公用車を減らし、公用自転車を導入することについて 

 ②資源物収集やリサイクル活動などの収集率（回収率）向上について 

 ③家庭内の生ごみ堆肥化の促進について 

 ④計り売りする店舗等の拡大に向けた町の施策について 

 ⑤規格外で出荷できない農産物の利活用について 

２．投票率向上について 

１０月３１日投開票の衆議院議員総選挙で、当町では選挙当日の有権者数は、男

１３，９２２人、女１４，１３９人で合計２８，０６１人でした。投票者数は、男

７，８３８人、女７，７２１人で合計１５，５５９人でした。投票率は、男５６．

３０％、女５４．６１％で、男女合計では５５．４５％という結果でした。有権者

の半数近い人が投票しなかったことになります。そこで伺います。 

⑴ １５の投票所で最低の投票率が２６．５８％、また３カ所の投票所が２０％台

の投票率でした。この結果について、どう受け止めていますか。 

⑵ 投票率向上の取り組みについて 

①一部の女性や若者の中には、投票立会人を威圧的に感じる人がいるようです。

各投票所の投票立会人の人数を変更することはできないのか。 

②候補者の政策等が記された選挙公報の配布方法について、新聞折り込み以外に

拡大できないか。 

③期日前投票所の庁舎以外の設置について 



議席番号  ７ 議員氏名 大 澤 博 

項
目
・
要
旨 

１．農業支援について 

農業の状況は、コロナ禍による需要の減少で米価の下落や、原油高で営農用の燃

油や石油製品を原料とする生産資材などの相次ぐ値上げ、肥料や飼料の価格高騰が

続き、生産現場は四重苦の状況で、生産コストは増える一方です。農産物への価格

転嫁は難しく、農業は苦境に立たされています。 

米の買い取り価格は全国平均で前年同月比－１２％下落し、地域によっては 1 万

円以下となり、再生産可能価格の１万５０００円を割り込んでいます。原油高の影

響は、Ａ重油が９月の全国平均で前年同月比２７％を上回る上昇となり、施設園芸

のハウス用フィルムの被覆資材も原油を原料とするナフサの値上げにより上昇して

います。 

ＪＡ全農が１０月に発表した春肥料価格は秋肥料価格より最大１７％値上がりし

ました。世界的な穀物相場の上昇と原油高による海上運賃の上昇が要因です。野菜

の平均価格は１０月の平均価格で３割安に落ち込んでいます。飼料はトウモロコシ

などの国際相場の高騰で配合飼料価格が高止まりし、酪農家の搾乳牛を飼養する生

産費に占める飼料費が通常の５０％から６５％を超えています。また食料自給率は

３７％で、先進国の中で日本の食料自給率は最も低い状況です。 

農業は生活と命を守り、食べ物を作ってくれる源です。食料自給率の向上と農業

を守るため伺います。 

⑴ 農業のおかれている苦しい状況が農家から町に報告があったか、またＪＡふか

や等を通して把握しているのか伺います。 

⑵ 農業のおかれている苦しい状況を、県及び国に伝え支援を要請したのか伺いま

す。 

⑶ 農業を守り支援する制度として、２０１０年に農業者戸別所得補償制度が実施

され、その後に名称変更されて、麦、大豆、飼料作物等に対し直接支払交付金が

国から支払われています。命をつなぐ農業を守るため、町独自の農業者戸別所得

補償制度ができないか伺います。 

⑷ 農業に興味を持つ若者が増えています。長野県の松本市にある松本ハイランド

農協では、地域おこし協力隊と協力し、農業に興味のある方を受け入れ、３年間

の研修期間の終了後は約６割が地元に残っています。農業を活性化させるため、

調査・研究して行うべきと考え伺います。 

⑸ 食料自給率を高めるため、小中学校の給食に男衾直売所から地元産野菜のジャ

ガイモ、玉葱、葉物野菜等が供給されているが、生産農家が減少し安定して供給

できない等の問題があります。価格保証と安定供給のため、男衾直売所生産部会

と出荷価格協定を結び、農業を支援し安全・安心な地元農産品の供給を増やし、

就農者を増やして食料自給率向上に寄与できないか伺います。 

⑹ 町には大企業のホンダやボッシュがあります。大企業の食堂に地元農産品を供

給すれば、農業が活性化され食料自給率が向上できます。大企業の食堂は多量の 



 

食事を作るので省力化のため、きざみ野菜を使用していると聞いています。ホン

ダやボッシュの食堂の状況を把握し、地元直売所生産部会及びＪＡふかやと協議

して、地元農産品を供給することを進められないか伺います。 

２．水路の安全について 

町内には、道路に面した数多くの水路があります。深さ１ｍ以上、幅９０㎝で蓋

のない水路があり、道路にも柵・フェンスがなく、以前町民が足を滑らせて落下し

亡くなった事例があります。夜間や増水時において水路があるのか分からず、道路

から足を滑らせて落下し大事故になる前に、安全対策が必要なため伺います。 

⑴ 道路より水路に落下した事故等の報告を受けているか伺います。 

⑵ 各地区に危険と言われる道路に面した水路はあるのか伺います。 

⑶ 各地区の道路委員に依頼して道路に面した危険な水路はどの位あるのか、調査

しているか伺います。 

⑷ 道路に面した水路の安全対策をどのように考えているのか伺います。 

 

  



議席番号  ２ 議員氏名 保 泉 周 平 

項
目
・
要
旨 

１．寄居町の農業対策について 

第６次寄居町総合振興計画基本構想の基本目標２「人が集まり活力に満ちた賑わ

いあふれるまち」の中で、活力ある農林業の振興については、担い手の育成確保と

して、初期投資を助成する定年就農者等支援制度を創設し、遊休農地の解消と営農

環境づくりが進められています。また、農地の利活用として農地中間管理事業を重

点的に進めるとともに、有害鳥獣対策や円良田湖の耐震補強工事、森林保全管理、

よりいブランドの創出について「寄居とろとろナス研究会」への助成等が令和２年

度に取り組まれました。 

次に、令和３年度では２年度までの取り組みに加え、担い手の育成確保について

有機農業実践講座を開講し、農産物の高付加価値化の体験型研修を通じた農業の仲

間づくりを進め、担い手不足の解消に努めるとしています。また、農地の利活用で

は、町内の空き家に付随した遊休農地の権利取得に関する下限面積を引き下げ、空

き家とセットでの取得を促進し、新規就農者の受け入れ拡大と遊休農地の解消を図

っていくとあります。 

そこで、この２年間の取り組み内容について伺います。 

⑴ 担い手の育成確保について 

①定年就農者等支援制度を創設して何名の申し込みがありましたか。 

②空き家とセットで遊休農地を取得された新規就農者の受け入れ状況をお伺いし

ます。 

③遊休農地はどの程度解消されましたか。 

④有機農業実践講座の参加者は何名おりましたか。 

⑤実践講座はどんな講座内容かをお聞きします。 

⑵ 農地中間管理事業について 

①借り手の土地は充分に管理されてますか。 

②町として取り扱いだけで、監視活動はしていますか。  

⑶ 空き家に付随する農地を取得する場合の下限面積の緩和について、どんな方法

でＰＲしているか。 

⑷ 農業水利施設の維持管理については円良田湖の耐震化対策が中心ですが、 

①円良田湖の水利権とか漁業権はそれぞれどこの管理になるのか。 

②円良田湖から流れる河川の管理はどこがしているのか。 

⑸ よりいブランド創出について 

①「寄居とろとろナス研究会」への助成とともに、有機農業の実践講座を開講す

るなど、高付加価値化や生産の拡大に取り組むと所信表明にありますが、具体

的にどんな取り組みですか。 

②過去に様々な取り組みをしていると思いますが、どのようなものがありました

か。 

２．農業集落排水と河川の環境整備について 



 

私たちは、毎日の生活の中でたくさんの水を利用しています。家庭のトイレやお

風呂、台所で使われた後の水は生活雑排水といわれ、以前は多くの家庭ではそのま

ま河川へ流していました。そのため河川や農業用水では、悪臭が発生し、水質も悪

化しました。ところが、最近は地域に適した方法で、汚水をきれいにしています。

その方法は、下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽で処理して水路や河川に流し

ているので、下流で農業用水として再利用されています。 

ところが、近くの河川で異臭がするとの連絡があったため、用土地内を流れる藤

治川と西藤治川を深谷市境まで歩いて確認したところ、所々で稲作の引き水用に使

った堰板があったり、土手を草刈りした枯草が落ちて淀みに濁りが出たりして、異

臭がしたものと考えられます。 

それだけでなく、河川の土手には大きな草や篠、竹が密集し、生茂るところが多

くあり、特に危険防止の金網のところとかガードレールのあるところは手がつかず、

ひどい状態です。このような状況をこのまま放置するのでしょうか。環境整備はど

のようになっているのでしょうか。 

現状と今後について伺います。 

⑴ 藤治川、西藤治川は農業用水の主流となっていると考えますが、管理はどこに

なりますか。 

⑵ 監視と指導はしているのですか。  

⑶ 生活排水処理についてですが、現状、地区によっては公共下水道と農業集落排

水、合併処理浄化槽、単独処理浄化槽があり、全ての処理水が河川に流されてお

りますが、それぞれの排水についての検査方法を教えてください。 

⑷ 農業集落排水、公設浄化槽は保守点検・法定検査が徹底されていますが、その

他の浄化槽使用者の行政指導は徹底されているのですか。 

⑸ きれいな水を流すようにするにはどうすればいいでしょうか。 

 

  



議席番号  １ 議員氏名 権 田 孝 史 

項
目
・
要
旨 

１．県道赤浜小川線について 

現在、富田（東）信号から牟礼信号間の道路整備計画が進められています。残り

区間の同意が得られたようですが、富田（東）信号～牟礼信号間の未着工部分の進

捗状況と赤浜～東伴場地男衾停車場線十字路間の未着工部分の拡幅整備について伺

います。 

⑴ 牟礼信号～富田（東）信号間の未着工部分の進捗状況を伺います。 

⑵ 赤浜～東伴場地男衾停車場線十字路間の拡幅工事を再三お願いしていますが、

牟礼～富田東間の道路整備が完成しますと、いずれこの間の道路は町道に格下げ

が予想されます。現在の県道時点での拡幅整備をお願いし、整備完了後に町道に

格下げして受け入れるようにすべきと考えますがどうでしょうか、伺います。 

２．公共事業政策の方針転換について 

男衾中学校の校舎建替え事業を例に、町政の方針転換における一連の手順・スキ

ームについてお聞かせ下さい。 

同事業については、平成２６年２月に地域住民５８１８名分の署名が集まり、代

表者５名の請願書が同年第１回定例会において採択されました。そして平成３１年

２月には教育委員会より、男衾中学校建設準備検討委員会からの提言書（施設一体

型の小中一貫教育）についての報告がありました。そのため、これらの方針に従い、

平成３０年度から令和３年度まで各種調査が進められてきたものと理解しておりま

す。そこで伺います。 

⑴ 総費用５０億円にものぼる大規模事業です。調査項目は多岐にわたる上、調査

日によって誤差も生じるものと思われます。１社だけではなく複数の調査機関に

依頼し、その結果を比較した上で総合的かつ慎重に判断することが適切ではなか

ったのでしょうか。 

⑵ 大規模事業であるがゆえに、適切なタイミングでの中間報告や経緯説明、そし

てそれらの情報公開が必須であったと思いますが、いかがお考えでしょうか。 

  なお、過去において同僚議員が説明を求めた際には、「報告をする」と回答して

いたにも関わらず、我々、地元の議員に対しても満足な説明がなされていない現

状がございます。 

⑶ 私は方針転換を全否定しているのではありません。それが必要だと判断できる

経緯と情報を得ることができれば、やむを得ない場合もあると思います。問題は

そのプロセスです。正しい手順で十分な説明が果たされなければ、住民からの理

解は得られないと考えますが、町の考えを伺います。 

 

  



議席番号 １３ 議員氏名 稲 山 良 文 

項
目
・
要
旨 

１．１８歳以下に１０万円相当の給付について 

第２次岸田内閣が発足し、新型コロナ対策・コロナ禍における経済対策として、

年収９６０万円以下の世帯の子どもに年内をめどに現金５万円、来春までにクーポ

ンで５万円給付するとしており、さらに住民税非課税世帯には別途現金１０万円を

給付することに関連して伺います。 

⑴ １８歳以下へ給付される対象人数について 

⑵ 所得制限は児童手当の仕組みを利用できますが、中学校卒業から１８歳までの

層への対応はどのようなお考えがあるのか。 

⑶ 給付はスピード感が大事ですが、一つの考え方として児童手当方式で前倒して

給付することについて 

⑷ 来春までのクーポン５万円給付については、自治体の判断として現金給付でも

やむを得ないとの考え方もありますが、町の対応について 

⑸ 住民税非課税の世帯数について  

２．マイナンバーカードの普及拡大について 

全国のマイナンバーカード取得率は３９．１％と言われていますが、当町におい

てはどうなのか。 

デジタル庁が発足し、行政手続きのオンライン化、ペーパーレス、ＡＩ等を活用

した業務の効率化を図るためにも、マイナンバーカードの普及拡大は不可欠です。

国では普及に向けて、新規取得者には最大５，０００円、カードを健康保険証とし

て利用登録した人には７，５００円、口座とひも付けした人には７，５００円、合

計で２万円分のポイントを付与するなど様々な対策を打ちだしています。自治体に

おいても、板橋区においては申請者に２，０００円の商品券を配布する等、独自の

対策を行っている自治体もあります。 

⑴ 普及率が向上できない課題はどこにあるのか。 

⑵ 課題を掘り下げて、その対応策についてはどう考えているか。 

⑶ 町独自の普及拡大対策として、商品券あるいはポイント付与等のお考えはある

か。 

⑷ 健康保険証として利用するための事前登録はいつ実施するのか。 

⑸ 利用できる医療機関はどこになるのか。 

⑹ 口座のひも付けを金融機関に申請しますが、当町の該当の金融機関はどこにな

るのか。 

３．庁舎駐車場に屋根を設置し、太陽光パネルを設置することについて 

本年第３回定例会において、脱炭素社会の実現について一般質問させていただき

ました。町長の答弁では、第６次総合振興計画において脱炭素ライフスタイルへの

転換促進、太陽光エネルギーの活用といった温室効果ガスの排出量の抑制に取り組

んでいるとのことでした。 

私は具体的な政策として、町民サービスの向上、町有地の有効活用、庁舎電気使 



 

用量の自給自足、脱炭素社会に向けての町の姿勢、太陽光パネルの普及、さらには

２０３０年度までに太陽光発電量の目標２０００万キロワット増強を達成する一助

としてのＰＲ等を含めて、さきがけとして庁舎駐車場に屋根を設けて太陽光パネル

を設置することをご提案させていただきます。 

町の考えを伺います。 

 


